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 「大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会（第12回）」に向けて、下記の事

項について意見を提出いたします。 

 

１．厚生労働省「看護教育の内容と方法に関する検討会」における決定プロセスについて 

平成22年10月4日に厚生労働省にて開催された「第６回看護教育の内容と方法に関する

検討会」では、保健師教育と助産師教育について審議されました。そのなかで、「卒業時の

到達目標と到達度（案）」と「保健師助産師看護師学校養成所指定規則」の別表１、別表２

の改正案が出されました。日本看護系大学協議会においては、平成22年9月9日に厚生労働

省と文部科学省に対して大学教育の観点から、教育内容の単位数の上限を26単位にすること

を要望してきましたが、検討会席上では保健師教育、助産師教育とも28単位と決定されまし

た。特に保健師教育においてはワーキンググループ案として提示された 26 単位あるいは 27

単位の案が尊重されず、助産師教育と同じ28単位に揃えることとされるなど、教育内容を踏

まえた議論でなかったことは大変遺憾なことです。日本看護系大学協議会としては、教育内

容に関することの決定のプロセスに教育を担う看護系大学の意向を反映していただくことを

強く要望いたします。また、保健師教育の教育内容においては「地域看護学」から「公衆衛

生看護学」へ変更されています。これは、看護学の学問体系に関わる重要なことですが、看

護系大学や関連学会と協議することなく決定されたことも大きな問題です。 

以上、今回の決定のプロセスは拙速で、日本看護系大学協議会として納得することはでき

ません。再考すべきと考えます。 

 

２．学士課程における保健師及び助産師教育の在り方について 

 看護系大学においては、看護師・保健師・助産師の共通基盤となる看護学を統合して教育

することで、視野の広い有能な看護師、保健師、助産師を育成してきました。その中で、効

率的・効果的に教育を展開する方法で成果を出してきました。今後とも、複数の教育内容を

併せて教授することが教育上適切と認められる場合は、柔軟に統合的な教育課程を編成して

いくことが、看護学士課程においては必要であると考えます。また、現場に求められる実践

能力の育成については、卒後研修と合わせて検討されるべきで、基礎教育に求める教育内容

および教育時間数の増加には慎重な検討が必要です。 



 

３．大学院修士課程における保健師及び助産師教育の在り方について 

保健師教育及び助産師教育は、本来、基礎教育としての学士課程に位置付けられるもので

あり、教育・研究者や高度専門職者の養成に重点をおく大学院教育とは一線を画すものであ

ります。このため大学院において、保健師・助産師教育を行う場合は、その教育の単位数は

大学院教育に求められる単位数に附加する教育として位置付けるべきであると考えます。 
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